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石川労働局における第１３次労働災害防止計画

＜第１３次労働災害防止計画（１３次防）（計画期間︓平成30年～令和４年）における目標＞

〇 死亡災害の撲滅を目指して、12次防期間中と比較して、13次防期間中の労働災害による死亡者の合計
数を15％以上減少させる。
⇒具体的には、平成30年から令和４年までの死亡者数を45人以下とする。【平成25年から平成29年
までの死亡者数54人】

〇 死傷者数について、 12次防期間中の最少の年（平成28年）と比較して、令和４年までに休業４日以
上の労働災害による死傷者の数を5％以上減少させる。
⇒具体的には、平成28年の死傷者数987人から５％以上減少させ、令和４年の死傷者数を937人以下
とする。
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●業種別目標●

【建設業】
建設業における労働災害による死傷者数について、2017年と比較して、2022年までに

10%以上減少させる。

【製造業】
製造業における労働災害による死傷者数について、2017年と比較して、2022年までに

10%以上減少させる。

【道路貨物運送事業】
道路貨物運送事業における労働災害による死傷者数について、2017年と比較して、2022

年までに10％以上減少させる。

【第三次産業】
小売業、社会福祉施設、飲食店における労働災害による死傷者数について、2017年と比較

して、2022年までに死傷年千人率で5％以上減少させる。

石川労働局における第１３次労働災害防止計画
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●業種横断的対策目標●

【高年齢労働者対策】
高年齢労働者（50歳以上の労働者）の労働災害による死傷者数について、2017年と

比較して、2022年までに死傷年千人率で5％以上減少させる。

【転倒災害防止対策】
転倒災害による死傷者数について、2017年と比較して、2022年までに死傷年千人率

で5％以上減少させる。

【腰痛対策】
腰痛災害による死傷者数について、2017年と比較して、2022年までに死傷年千人率

で5％以上減少させる。

【熱中症予防対策】
職場での熱中症による労働災害（休業４日未満を含む）の死傷者数について、12次防

期間中（2012年から2017年まで）と比較して、13次防期間中（2018年から2022年ま
で）の合計値を５%以上減少させる。

石川労働局における第１３次労働災害防止計画
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●健康確保対策目標●

【メンタルヘルス対策】
ストレスチェックを実施し、ストレスチェック結果を集団分析した事業場の割合を80％以上
とする。

【化学物質による健康障害防止対策】
化学物質の使用頻度が一定以上であると考えられる事業場において、化学物質に係るリスク
アセスメントを実施し、その結果を踏まえた措置を実施している事業場の割合を５割以上と
する。

石川労働局における第１３次労働災害防止計画
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石川労働局における第１３次労働災害防止計画 実績
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 墜落・転落災害

・建設業では、毎年死亡災害が発生しており、墜落転落災害が多くを占めている
足場などの仮設物、建物等の開口部等、はしごや脚立などからの

墜落・転落災害の防止

※はしご、脚立などは建設業に限らず、幅広く使用されているため、
これら用具からの墜落転落は、全業種で対応をお願いしたい。

・陸上貨物運送業では、荷役作業における災害防止対策
トラック荷台等からの墜落・転落災害の防止
荷役運搬用のロールボックスパレット（カゴ車）の取扱い中の災害

※陸上貨物運送業者だけではなく、荷主となる事業者も協力！
（自社構内での荷役作業における災害防止対策）

労働災害防止対策 労働者の安全確保のための対策



8

労働災害防止対策 労働者の安全確保のための対策
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 転倒災害の防止

「STOP！転倒災害プロジェクト」に定める措置を適切に講じる。
特に、転倒災害の特徴として
①高年齢労働者が多く被災する ②降雪地帯で冬季に多く発生する
といったことが挙げられることに留意する。

労働災害防止対策 労働者の安全確保のための対策
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石川労働局における転倒災害防止対策の取組

全業種を対象に、従来からの４S運動に「ストレッチ」を加え、「５Ｓ運動」

整理 整頓 清掃 清潔 ストレッチ

また冬季（12月～翌年2月）は「冬季転倒対策」を加える。

整理 整頓 清掃 清潔 ストレッチ 冬季転倒対策

各企業の本社では、各支店、店舗、施設等へ実施方針等を周知し、各支店等では
、安全衛生委員会等で実施に向けての審議を行い、自社の実態に合った具体的な
取り組みを展開する。

 転倒災害の防止

労働災害防止対策 労働者の安全確保のための対策
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 高年齢労働者等の労働災害の防止

石川県の労働災害では53.4％が、50歳以上の高年齢労働者に発生している（令
和2年）。

「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
（エイジフレンドリーガイドライン）

に基づき対策を実施する。

高年齢労働者の身体等の特性に配慮した対策を実施
・目が見えにくくなる ・音が聞こえにくくなる ・バランスが取りづらい
・敏捷性や持続性、筋力低下 など

労働災害防止対策 労働者の安全確保のための対策
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産業保健活動 メンタルヘルス対策 化学物質対策

 産業医・産業保健機能の強化、医師による面接指導の確実な実施

 ストレスチェック制度を含めメンタルへルス対策の推進
ストレスチェック結果からに集団分析の実施

 改正「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」に基づく取組の
促進

 化学物質に関するラベル表示の徹底、安全データシートの交付徹底。これら
を踏まえたリスクアセスメントの実施促進

 改正「特定化学物質障害予防規則」の周知及び同規則に基づく措置の徹底

 改正「石綿障害予防規則」の周知及び同規則に基づく措置の徹底



新型コロナウイルス感染拡大防止に向けて
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新型コロナウイルス感染拡大防止に向けて
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